
YES□

既 習 YES□

未 習 YES□

保健体育
スポーツ健康学実
習

YES□

保健体育 スポーツ実習

YES□

YES□

YES□

YES□

YES□

YES□

YES□

選択 YES□自 由 選 択 科 目　 ※３ 32

卒　　業　　に　　必　　要　　な　　総　　単　　位　　数 128

※については、別紙に注意事項があるので、各自注意願います。各色が別紙の文字色と適合・該当箇所を表しております。
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目

必

修

法　律　経　済　学　科
スタートアップセミナー

2

基 礎 総 合 科 目 4

専 門 基 礎 科 目 8

専　門　演　習 4

卒　業　研　究

授　　業　　科　　目 必要単位数 単位修得済み

6

コ ー ス内自由選択  ※３ 12

履修プログラム科目　※３ 16

YES□

統

合

教

育

科

目

等

必

修

統　合　教　育　※１ 16

外国語　※２

6

4

2

選

択

基礎教育科目　情報科学基礎 ※１

16

外 国 語

統 合 教 育 科 目 ※１

２０１０年度～２０１４年度入学生用　卒業資格履修単位確認表
法律経済学科



法律経済学科 別紙

（2008 以降入学生用）

・共通教育で取得すべき単位の中で注意を要するものは以下のとおりです。
※１ 人文・社会分野： 10単位を含む必要があります。

自然分野 ： 6単位を含む必要があります。

修得した総合科目は2科目4単位、共通セミナーは1科目2単位、PBLセミナーは1科目4単位、情報科

学基礎1科目2単位までのみ卒業に必要な単位として認められる。

※２ 外 国 語：

既習外国語6単位 未習外国語4単位に注意すること。

未習外国語について

ドイツ語、フランス語、中国語、朝鮮語、ロシア語、スペイン語、ポルトガル語から

1言語を4単位修得すること。

複数外国語の組み合わせは不可

良い例 ○：ドイツ語4単位 etc

悪い例 ×：ドイツ語2単位・中国語2単位 計4単位 etc

・専門教育科目取得すべき単位の中で注意を要するものは以下のとおりです。

専門基礎科目6科目のうち2科目以上修得すること。（憲法・民法総則 etc)
必要単位数をこえた学科必修科目は、コース必修科目または自由選択科目の修得単位数に含める
ことが出来ます。

※３ 履修プログラム科目・コース内自由選択科目・自由選択科目については別紙参照願います。
また、他学科（他学部を含む）の専門教育科目の履修については下記のとおりです。

・除外科目を除く他学科の授業科目を１２単位をこえない範囲で履修することができます。
・１２単位をこえて他学科の授業科目を履修しようとするときは、３年次（前期）の修正申告時

に「他学科授業履修計画表」を作成し、指導教員の承認（署名）を得なければなりません。
・卒業要件のための単位として履修申告できる他学科の授業科目の総単位数は２４単位をこえる

ことはできません。
・取得した単位は、自由選択科目として認定されます。
・除外科目は以下の通りです。文化学科のオリエンテーションセミナー、各地域研究総論、学科

選択必修科目〔比較思想・比較史学・比較社会論・比較地域論・比較文化論・比較文学・比較
言語論・言語コミュニケーション論・環境論（ただし、比較地域論に限っては、中学校教諭１
種免許状「社会」および高等学校教諭１種免許状「地理歴史」の取得をめざすもののみ履修可
能）〕

共通・専門教育科目いずれの場合においても、成績通知書・証明書における下段の単位数は卒業条件等

に即した単位数ではなく、修得した単位数全てをカウントしているだけであり、上記の×のような例の

場合もあるので、各自注意が必要である。



【法政コース】 【現代経済コース】
授業科目 単位 授業科目 単位 授業科目 単位 授業科目 単位

憲法 4 民法総則 4 経営学総論 4 近代経済学 4
憲法演習 4 民法Ａ演習 4 経営学総論演習 4 マクロ経済学 4
憲法制度論 2 債権総論 4 経営史 2 ミクロ経済学 4

政治学原論 4 民法Ｂ演習 4 人的資源管理論 4 国際経済論 4
政治学原論演習 4 物権法 4 人的資源管理論演習 4 国際経済論演習 4
政治学特論 2 債権各論 4 経営管理論 2 財政学 4

比較政治論 2 家族法 4 多国籍企業論 4 財政学演習 4
国際法総論 4 家族法演習 4 経済原論 4 経済数学 2
国際法演習 4 刑法総論 4 経済原論演習 4 地方財政論 2

国際組織法 4 刑法演習 4 経済思想史 4 経済地理学 4
国際組織法演習 4 刑法各論 4 マーケティング論 4 経済地理学演習 4
国際法各論 4 刑事訴訟法 4 マーケティング論演習 4 都市経済論 2

日本政治史 4 刑事訴訟法演習 4 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 2 地域経済分析 2
行政学 4 少年法 2 中小企業論 2 産業経済論総論 4
行政学演習 4 刑事政策 2 日本経済史 4 産業経済論総論演習 4

政策過程論 2 会社法 4 日本経済史演習 4 産業経済論各論 2
政治思想史 4 会社法演習 4 日本経済史特論 2 計量経済学 4
政治思想史演習 4 商法総則 2 金融論 4 計量経済学演習 4
現代政治理論 2 商取引法 2 金融論演習 4 経済統計 2
行政法総論 4 法哲学 4 証券経済論 2 福祉経済論 4
行政法演習 4 法哲学演習 4 日本経済論 4 福祉経済論演習 4
行政法各論 2 法哲学特論 2 日本経済論演習 4 社会保障論 2

行政救済法 2 法思想史 2 日本経済論特論 2 経済政策 4
地方自治論 4 民事訴訟法 4 会計学 4 経済政策演習 4
地方自治論演習 4 民事訴訟法演習 4 簿記 4 地域経済政策 2
地方自治特論 2 民事執行法 2 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾌｧｲﾅﾝｽ 4 西洋経済史 4
環境法 2 倒産法 2 国際金融論 4 統計学 2
国際関係論 4 現代裁判論 2
国際関係論演習 4 労働基準法 2
西洋政治外交史 4 労働組合法 2
計量政治学 2 労働法演習 4
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履修プログラム科目
16単位

コース内自由選択科目
12単位

自
由
選
択
科
目

32
単
位

※３ 例：法律経済学科（統治システムプログラムの場合）（2008年度以降入学生用）

自由選択科目には他学部・他学科科目も含めることができます（上限24単位有り）


